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第４９回 理事会概要（平成19年10月19日）
（会長報告）

探偵業法施行後初の逮捕者がでた。福岡の業者が『無届調査業』容疑で今月17日に逮捕され、最初の業法違反事件として新聞報道があった。また福井県で脅迫、詐欺などの容疑で逮捕された業者があった。
悪徳業者に対して警察の本腰姿勢が見える。関連して、大阪府警察本部から事件報道の知らせがあった。

第１号議案　業界情勢と会員増強について

　現在、関調協の組織拡大に今のところ妙案はない。日調協ホームページによれば、大調協の会員数が88となっており、うち届出数が74という数字からみて、大調協の会員数も大幅に減少している。
これらの状況を踏まえて活発な意見が交わされた。

第２号議案　その他理事提議事項

特に無し。

第５０回 理事会概要（平成19年11月13日）
（会長報告）
11月5日、6日にかけて全国協同組合の研修会および全調協理事会に出席。協同組合の研修会では、警視庁生活安全総務課から鶴田警部、消費者センターならびに弁護士が講師となり、業法の運用基準の概要や苦情問題について説明があった。
その席上で、業法において定められた従事者名簿の備え付けなどの確認のため、届出業者への『立ち入り』を行なう予定、である旨の説明があった。
大阪府では11月28日プリズローズ大阪で大阪府警察本部生活安全総務課による。説明会が開催される予定。

第1号議案　教育研修会について
　教育研修会の開催について出席理事に意見を求めた。

研修会のテーマは『個人情報保護法と調査業』とし、講師は前回研修会でお願いした先生に依頼してはどうか、との提案があり、出席理事全員がこれに賛同した。また、開催時期は来年3月頃とすることについても各理事は了承した。

第２号議案　広報活動について

現在、関調協のホームページの内容の更新が遅れていることにつき、こまめに更新することとし、関連して、ホームページ活性化のためには、全調協、協同組合のホームページとリンクを張り、全国組織を生かしたいとの発言があり、理事会はこれを了承した。

第３号議案　協会運営について

　当協会の賛助会員から税制上の問題で会費納入が難しく退会の申し入れがあった。その関係で、団体加盟している全調協への会費負担の割合が大きくなり、会の運営が難しくなる可能性が予測される。従って全調協へ善処策を申し入れたいと述べ、各理事はこれを了承した。

　
第５１回理事会概要（平成19年12月20日）
（会長報告）
戸籍法改正案が本年５月11日に成立しており、その日から１年６ヵ月内に政令により施行されることを報告。

第1号議案　会報について
次号の会報発刊の原稿執筆を各出席理事の全員に依頼した。　

第２号議案　協会運営について

業界団体の活動状況の報告があり、他団体との協調及び今後の取り組みについて活発な意見交換がなされた。また、全国団体との関係についても問題提起がなされた。
第５２回理事会概要（平成20年1月22日）

（会長報告）

　全国調査業協同組合連合会及びＮＰＯ全国調査業連合会の理事会が先週あり何れも出席してきた。両全国団体共に会員の廃業及び業績不振で会員増強が思うように進んでいない様子。尚、両団体共に教育研修会の具体的な案が示されたとの報告があった。

第1号議案　教育研修会について
前々回の理事会で外部講師による教育研修会の案がだされたが、検討の結果無理が生じ、内部講師での研修会開催を検討して欲しいとの要望があり、検討した結果、業法に関係する具体的事象に付いての研修会にする事を決定。時期は３月中頃を予定する。　

第２号議案　会員増強と協会運営について

　議案について活発な意見交換がなされたが議決された事項は無かった。

事務局便り
・新年あけましておめでとうございます。本年もご指導のほど宜しくお願い申し上げます。

・大寒の入りと共に厳しい寒波が到来しています。風邪など召さぬよう身体には十分に気をつけて下さい。

・今期も残り少なくなってきました。協会費未納の方が一部いらっしゃいます、会期末までに納入頂けますようお願い致します。

・３月に教育研修会を予定しています。ご出席の程よろしくお願い致します。

・会員の廃業が多く、市況の厳しさを痛感させられています。厳しい環境の中にありますが会員増強にご協力下さいませ。
新年の挨拶
・初ぼやき　「何かおかしい」　　　　　　　　　　　　　会長　松谷　廣信

新年明けましておめでとうございます。今年が皆様方にとりまして恵み多い年となりますよう祈念致します。

新年早々ぼやきたくはないが今年は相当気を引き締めないと、「今年こそは、今年こそはで今年も暮れた」になりそうな気がする。
１月４日の大発会での株の暴落、ご祝儀相場など粋なはからいは何所えやら、サブプライムローンに端を発した株価の下落は底なし沼に入ったかの如くで、世界同時株安が進行している。また、需給バランスに関係なく原油高は留まるところを知らない。正直、今の経済は門外漢の私などには全く読めないが、実態経済は反映せず投機筋の思惑で世界経済が揺らぎ、そのしわ寄せが消費者にもろに来ている。何となく正直者がバカをみる的な社会になりそうで、嫌な予感がする。

我が調査業界に於いても何となく似た現象が起きている。所謂、消費者泣かせの悪徳業者が確りと稼ぎ、依頼者の身になって真面目にコツコツとやる誠実な業者が苦境に立たされている。

「石の上にも３年」、ジックリと腰を据え、誠心誠意、真面目に仕事に取り組むと、それなりの結果が付いてくるものと信じてきたが、最近の現象を見てみると、必ずしもそうとは言い切れなくなっている。何故、こんな事になってきたのか？。

昨年の漢字は「偽」であった。所謂「偽」が流行ったということ、何故「偽」が流行ったのか、「偽」によって稼ぐことができるから？。「偽」が発覚し倒産や更正会社に陥った所もあるが、表に出たのは多分氷山の一角、実際は「偽」で稼いでいる所が相当数あるに違いない。“情けない”と思うがどうもそれが実態のようである。中味はどうあれ、如何に装うかが決め手となる。我が調査業界でも調査の中味はともかく、如何に偽装して広告宣伝を上手くやるかが決め手となってきている。

個人に於いても同様で、中味はともかく自分を如何に装うかである。求職に際しては、如何に履歴書や職務経歴書を偽装するか。東大卒と書こうが京大卒と書こうが、一流企業勤務と書こうがトップ営業マンであったと書こうが、全てＯＫである。学校も企業も官庁も、個人の事は「個人情報保護」を盾に一切応えようとしないのだから。だいたい調査そのものを否定しようとしている。その上、住民票も戸籍も入手は難しい。従って、何処の誰に成りすましても、そう簡単には見抜けない。「何が真実か・・」などは２の次ぎ３の次ぎ、そんな事より個人情報の保護が大切らしい。

時代錯誤とお叱りを受けそうだが、経済も社会も何処か狂いが生じて来ているように思えてならない。
そんな環境下での探偵業法の施行である。探偵業法は１にも２にも消費者（依頼者）の保護と被調査人の保護が目的である。法の運用は、その目的にそった運用であって欲しいと願う。真の消費者保護は、適正な料金、適正な方法で正確な調査を行い、誠実な報告する事ではなかろうか。偽装した宣伝広告だけが上手い悪徳業者が淘汰され、真面目な業者が生き残れるような法の運用であって欲しく、その為に業界団体は一丸となって活動して行かなければならないと考えている。
微力ではありますが常に問題意識を持って取り組み、業界発展の為に微力ながら今年も頑張って行く所存ですので、会員皆様方の変わらぬご支援をお願いいたします。
　
　「賀　笑」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　副会長　東田　俊康
新年明けましておめでとうございます。
今年の年賀状には・・「賀笑」笑いのある楽しい一年が始まります！“初心忘れず”“なせばなる”“ガッツだぜ”子年は何か新しいことが始まる年！“家がたつ”“息子がたつ”“ビルがたつ”等と調子の良い事ばかりを書き連ねて送らせていただきました。

私にとって、昨年の亥年は最後のさいごまで、イライラと不安の交差する最悪の年であったように思います。

｢偽｣という言葉が、この一年を支配していたような気がしてなりません。“不二家”の消費期限切れの牛乳使用に端を発して、“ミートホープ”の豚肉混入牛ミンチ、“白い恋人”賞味期限改ざん、“赤福”の売れ残り商品の製造日偽装、“船場吉兆”福岡での菓子賞味期限改ざんおよび牛肉産地偽装などなど多くの偽装事件が発覚しました。食品表示を規定する法律は主に４つありますが、それぞれ異なった目的で制定された法律で所管する官庁もことなっています。

日本農林規格（JAS）法・・・農林水産省

　食品衛生法・・・・・・・・厚生労働省

　景品表示法・・・・・・・・公正取引委員会

　不正競争防止法・・・・・・経済産業省

もちろん、事件を起こした企業は「だましてごめんなさい」と謝罪する必要があります。

農水省が行政処分を下し、警察が捜査に入った。こうした事実を人々に知らせるのはマスコミの役目だと思いますが、むやみに騒ぎ立てマスコミが徒党を組んでお祭り騒ぎで批判するのはマスコミの悪い癖であり、筋が違うのではないかと考えてしまいます。マスコミの本来の役目で人々に知らせることによって、消費者が「許せない」と感じれば、その製品は二度と売れなくなり、その会社は自然に市場から退場を迫られる。ミートホープや比内鶏がそうだったように・・・。判断は最終的には法律と消費者が下すものであると思います。 

私は、この調査業に従事してから一貫して調査には住民票や戸籍謄抄本は必要不可欠なものであり、また、平穏な社会生活を維持する為には、戸籍・住民票の公開原則を堅持しなければ成らない、と叫んできました。ところがマスコミは「住民票・戸籍の不正入手が・・・」「住民票・戸籍の売買が・・・」「偽委任状で戸籍が・・・」と現戸籍法では「何人でも、戸籍の謄本若しくは抄本又は戸籍に記載した事項に関する証明書の交付を請求することができる」となっているが、但し書で「請求が不当な目的によることが明らかなときは、これを拒むことができる」となっているのを拡大解釈し、現実には調査のための住民票･戸籍の公開を行政が勝手に制限したことによって起こってきたことを人々に知らしめず、この問題を殺人事件や傷害事件以上に悪辣な事件であるかのように書き立ててきた。ところが調査することによって犯罪の抑止につながったといった記事は目にした事がない。実際は、調査をすることによって多種多様な詐欺事件や犯罪を事前に察知することができ、事前に災難から逃れている人が大勢いるというのに・・？。ただ、わが身を守れた人は、自分の恥の部分もあって広く知らしめようとはしない。感謝の気持ちを持ちながらも公にされることは先ずない。
だが、この仕事に生きがいを感じている私を、「何があっても挫けず・落ち込まず・悲観せず、常に前を向いて元気に生き抜け」と教えてくれた母の面影を思い出すたび、大正・昭和・平成と苦難の時節を女手ひとつで逞しく生き抜いてきた女傑の逞しさを受け継いで、世の人のためになる探偵を目指して力強く生きて行きたいと思っております。

昨年制定された「探偵業法」もいよいよ本格的に指導を受け、活用していく時期になってまいりました。皆様方のご協力を得て、探偵業の発展と繁栄のために頑張って行きたいと存じます。

「業界団体1本化の正夢」　　　　　　　　　　　　　　　　理事　脇山　良之
探偵業法の施行に伴ない各都道府県警察による業法説明会が各地で実施されており、併せて届出業者に対する業法に基づく『立ち入り』も実施されています。

いまのところ、この立ち入りは届出業者に業法違反の疑いがあって行なわれているものではなく、探偵業法の厳正適用に先立つ『監督官庁の指導』という意味があるようです。我われ業者は、今後において大きな過誤を起こさないためにも、ありのまま、自然体でこうした立ち入りに協力する姿勢が正当と思われます。

本来、こうした役割は業界団体が担うべきところでしようが、業法施行まもなくでは正しい運用の何たるかを軽々に判断して動くことには問題があります。こうした経緯を踏まえながら、新しい時代の調査業のあるべき姿が明確になり、初めて業界団体1本化に向けての機運が生まれてくることに期待がかかります。

この期待するという姿勢は消極的だといわれるかもしれませんが、現実として業界情勢、というよりは、各業界団体の執行部の現状認識がよく見えてこない不安感が、ぬぐえないのです。中途半端な問題提起によって、大事な業界1本化の大目標を大声で唱え、実現不可能となった場合の後遺症は、笑い話では済まされません。

顔見知りの業界団体の執行部の方と何かの会合で出会ったとき、「うちのほうに顔出ししてください」と気軽に声がかかることがあります。善意で当方を受け入れてくれるという理解でよいのか、ことはそれほど単純ではありません。このような声をかける背景には「正統な我が組織に加えてあげます」という優越感が前提にあり、話をまじめに受け1本化のために腰をあげられるものではありません。

その声がけをする以前に団体として努力すべき問題があるはずです。それが『何であるか』の共通認識が相互に生まれたとき、1本化が実現するものだと思います。

たとえば、その声をかけてきた人物は某団体の執行部の役職にありますが、その団体の事務局に会員が「最近の会員名簿を送ってください」と要請したところ、「名簿は個人情報だから公開してはならないと会長から止められている」とのことでした。会員が請求しているのにこの回答です。

「個人情報だから」という理由で会員に対して名簿の配布を禁じるのは、それなりの事情があるのでしょう。会員名簿一つで問題を突き詰めるつもりはではなく、もっと開放された透明性があってもよいのではないか、という気はします。

団体1本化の共通認識を共有するために、この会員名簿の件にこれ以上深入りすることはしません。が、しかし、業界1本化の夢は近い将来、正夢であってほしいとは思います。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「法令順守に名を借りた責任回避」　　　　　　　専務理事　伊藤　寿彦　
　調査業にとって個人情報保護法が施行されて以来、第一線で仕事する現場では大変難しい状況の中で調査にあたっていることはご承知のとおりです。

　そのうえ、戸籍法の一部改正により、戸籍謄本の入手はますます難しくなります。まるで個人情報を入手すること自体が『悪』だと決め付けられているような変な世の中になってきました。

　個人情報保護法に対する過剰反応は、いまに始まったことではありませんが、個人情報を取り扱っている事務所において、作業者が机を離れるたびに、鍵のかかる保管庫の中に資料を保管している、という話を聞いたことがありますが、もし事実とすればこれも過剰反応、それもかなり極端な過剰反応と思われます。

たしかに、現実的な管理義務を怠らないようにするために、法は管理者、管理責任者の選定、情報の取扱規定の明確化と従事者への教育を求め、施錠できる保管場所を指定しています。だからといって、離席時に行なうこの鍵保管庫利用が、情報が盗まれないようにするための措置とするなら、個人情報を悪用する意図を持った特定の人物が情報を盗むために、関係者の誰からも不審に思われずに業務時間内の事務所に立ち入る可能性を想定していることになり、一般論としてあり得ない話です。つまり、法が意図する情報管理についての注意義務を誤解しているか、管理責任が及ぶことを回避するための、誤った責任逃れの発想ではないでしょうか。

責任逃れといえば、保護法施行直後にお役所で不祥事が起きたとき、その役所が当事者の実名を明かせない理由として『個人情報だから公開できない』といった新聞報道がありました。

また、JR福知山線の脱線事故のとき、運び込まれた入院者の氏名を、個人情報の保護を理由に公開を拒んだ病院。さらに病院で複数の患者が入院している病室の入口に表示されていた入院者の名札を常時取り外した病院の例など、ほとんど責任逃れとしか考えられない事態が起きていました。コンプライアンスとよばれている法令順守の精神は、まともな社会システムであるべきはずのものです。こうした責任逃れの手法とは本来無関係であり、これを悪用することを世間では便乗とよばれています。

現実的な管理義務を怠らず、規定化された手続きにより取り扱われているなら、（犯罪となる情報の内部流出は別として）個人情報保護法は順守されていると考えるのが妥当だと思われますが如何でしょうか。

役に立つ法律問題

ケーススタディ　　　　　　　　　　　　　　　　　　弁護士　小山　章松

（事　例）

　恥ずかしいことですが、弊社の従業員Ｂがサラ金、クレジット会社等１５社から総額約１０００万円の借金があり、債権者からの取立てが厳しく、自宅に居れないから夜逃げすると言ってきています。弊社は従業員１０名の小さな町工場です。Ｂは腕の立つ職人で、会社を今辞められると、弊社の経営も苦しくなります。しかしＢに１０００万円を貸す余裕もありません。何かよい解決策をお教えください。

（解　説）

　先ずはサラ金業者等の債権者からの取立てを止めさせる必要があります。そうでないとＢが安心して仕事ができません。

　旧大蔵省の銀行局長通達で、弁護士が債務整理を処理する旨の介入通知を債権者に送達した場合は、業者は直接債務者に取立て行為をすることを禁止されました。したがって､弁護士にすぐに介入通知を業者に出してもらうことをおすすめします。次に落ち着いたところで債務整理の方法を検討します。債務整理の方法としては次の４方法があります。

　1.任意整理　2.特定調停　3.個人再生（民事再生）4.自己破産
　これらの方法について、以下説明します。

１．任意整理

　債権者と個別に返済額につき話し合うことになります。強行な債権者が出てくると、全体の返済計画が崩れる恐れがでてきます。弁護士の費用は債権者１件につき２万円、１５件あれば３０万円。報酬は減額総額の５％～１割です。

２．特定調停
　　簡易裁判所の調停機関を利用する方法です。普通の調停との違いは、債権者が給料等を差し押さえてきた場合に、その差押を裁判所の命令で、保証金なしで止めてくれる手続があることです｡特定調停の費用は債務額が１０００万円で27.300円です。

　　特定調停での調停案は利息制限法で引き直した残元本を３年以内の分割で支払うというものです。約束どおり支払えば、遅延損害金は免除してもらえます。弁護士の費用は２０万円から３０万円程度です。
　　１０００万円残っておれば、！ヶ月２７万円程度の支払いになり、この手続では返済金が多くなり、少し無理だと思います。

３．個人再生

　　総負債が３０００万円以下の場合に裁判所申立てすることができます。

　　再生計画（返済計画）は原則として３年間で再生債権の総額の５分の１の額以上を弁済すること。債務額が１０００万円あれば５分の１の２００万円を３年以内で支払う計画になります。１ケ月あたり５６，０００円になります。

　　個人再生手続の中に給与所得者等再生手続があります。これは給料から必要な経費を差し引いた、いわゆる可処分所得の２年分を原則３年で支払うことになります｡給料の額によっては普通の個人再生手続よりも多く払う場合が出てきます。家族の構成によって可処分所得が大きく違ってきます。

　　この計画案に対して議決額（総負債額）の２分の１を超える反対があったときは認められません。

４．自己破産

　　破産は破産宣告の日の破産者の資産と負債を整理する制度です。資産がなければ､その資産を売却して債権者に債権額に応じて配当することができませんので、破産宣告と同時に手続が終了します。

　　ただし、Ｂさんは破産宜告を受けただけでは、債務の支払いを免れることはできません。別に破産裁判所に免責の中立をします。

　　裁判所から免責決定が出たら債務を支払わなくてもよくなります。免責決定は借り入れについて、詐欺的行為をしだとか、ギャンブル目的で借り入れたとかの理由がない限り出ることになります。

債務者にとっては破産がもっとも負担がなく良い制度です。破産者との汚名を着せられることになりますが､戸籍には載りませんし､選挙権もなくなりません。

　　いずれにしろ、弁護士に依頼しなければ解決しない事案だと思いますので、費用の点も含めて弁護士によく相談して下さい。

夜逃げしたり、自殺する必要はまったくありません。この世の中で早期に解決できます。
倫理綱領


一、会員は、調査業の社会的使命を自覚し、誠実な職務遂行によって社会に貢献すること。





二、会員は、全ての業務において法を順守し、社会常識を逸脱するような行為をしないこと。





三、会員は、契約を信義に基づく誓約とみなし、矜持をもって調査に当たること。





四、会員は、人格を磨き、能力を高め、顧客満足の実を挙げるよう努めること。





五、会員は、人びとの名誉、権利を尊重し、部落差別調査の廃絶に努めること。





六、会員は、業務上知り得た情報並びに機密の秘匿、保持に努めること。





七、会員は、相互に協調し、連帯感有る活動を通じて業界の発展に努めること。
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